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((保険料収入+国庫負担額)―失厳等給付費等)+当 該年度末積立金 ― (景気変動によつて影響を受けない給付の1年分)
保険料率
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失業等給付費等 … (景気変動によつて影響を受けない給付の 1年分)
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参 考 (労 働 保 険 の 保 険 料 の 徴 収 響 I=関 す る 法 律 第 12彙 第 5項 (※ ))
5 厚生労働大臣は、毎会計年度において、徴収保険料額並びに雇用保険法第六十六条第一項、第二頂及び第四項の規定による国庫の負担額(同条第一項第四号
の規定による国庫の負担額を除く。)、 同条第五項の規定による国庫の負担額 (同法による雇用保険事業の事務の執行に要する経費に係る分を除く。)並びに同

法第六十七条の規定による国庫の負担額の合計額と同法の規定による失業等給付の額並びに同法第六十四条の規定による助成及び職業訓練受講給付金の支給の

額との合計額(以下この頂 |=おいて「失業等給付額等」という。)との差額を当該会計年度末における労働保険特別会計の雇用勘定の積立金 (第七項において

「積立金」という。)に加減した額から同法第十条第五項 1こ規定する教育訓練給付の額 (以下この項において「教育訓練給付額」という。)及び同条第六項に規

定する雇用継続給付の額(以下この項において「雇用継続給付額」という。)を減じた額が、当該会計年度における失業等給付額等から教育訓練給付額及び雇用

継続給付額を減じた額の三倍に相当する額を超え、又は当該失業等給付額等から教育訓練給付額及び雇用継続給付額を減じた額に相当する額を下るに至つた場

合において、必要があると認めるときは、労働政策審議会の意見を聴いて、一年以内の期間を定め、失業等給付費等充当徴収保険率を千分の四から千分の十二

まで(前項第一号に規定する事業については、千分の六から干分の十四まで)の範囲内において変更することができる。

注1:国庫負担額及び失業等給付費等には求職者支援事業に係るものを含む。
注2:令和 4年度の雇用保険法等改正法により特別会計に関する法律が改正され、労働保険の保険料の徴収等に関する法律の規定による雇用保険率の変更
に係る算定において、雇用保険工事業に繰り入れた金額等を返済されたものとして算定することとする規定を削除し、実勢に即した積立金及び雇用安
定資金の残高に応じて計算することとした (令和 4年度から適用)。
(※ )雇用保険法等の一部を改正する法律 (令和 6年法律第26号)による改正後の規定。                               7
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